
平成 26 年 11 月 4 日

作成：税理士法人みらい

[扶養控除等申告書記入の注意点]

1.   給与の支給を受ける人（パートタイマー、アルバイトの人も含む）はこの申告書を必ず提出して下さい。

扶養する人がいない場合には住所氏名等の記入だけで結構です。

「あなたの氏名、住所」の欄は、印鑑、生年月日及び郵便番号の記入もお願い致します。

給与支払者の名称所在地についてもご記入下さい。

年末調整を行うときまでにこの申告書を提出していない方は、年末調整ができませんので、期限を守って頂くよう、お願い申

しあげます。

2. 中途入社の方で前職がある場合には、前の勤務先の源泉徴収票をこの申告書に添付してください。

前職分の源泉徴収票が無い場合には、前の勤務先に連絡をして必ず発行してもらって下さい。

前職分の源泉徴収票が無い場合は年末調整ができませんので、個人で確定申告していただきます。

平成 26 年 1 月 1 日から現在入社するまで収入の無い人は、その旨を申告書の欄外にメモしてください。

記入例：「1～3 月まで病気療養の為無収入」「3/25 に○○学校卒業」「1/1～2/15 まで就職していないため無収入」、「1/1～5/20

まで雇用保険を受給していた」などです。

3. 控除対象配偶者の欄は、妻あるいは夫を扶養している場合にその妻あるいは夫の氏  

名、生年月日、職業及び、年間所得の見積額を記入して下さい。   

働いていない場合の年間所得の見積額には「0」を記入して下さい。

給料以外の収入がある場合には当税理士法人にご相談下さい。

パートタイマー、アルバイト等により給料をもらっている場合でも、平成 26 年 1 月 1 日～12 月 31 日（12 月は見積りでよい）

までの収入を合計して 103 万円以下なら扶養に該当します。

4. 扶養親族の欄は、両親、子供等を扶養している場合に記入してください。

両親、子供がパートタイマー、アルバイト等の給料がある場合には上記 3 と同様に記入をお願いします。

給料以外の収入がある場合には当税理士法人にご相談下さい。

5. 障害者等の欄は、該当するものがあれば記入してください。

記入例「○○○○ 身体障害者手帳 3 級 平成 10 年 8 月交付」等





平成 26年 11月 4日
作成：税理士法人みらい

[保険料控除申告書兼配偶者控除申告書記入の注意点]

1. 生命保険、地震保険料控除を受ける場合には、加入している保険会社からの控除証明書を必ず添付して下さい。（保険会社

から 10～11 月ごろに送られてくるのが普通です。） 

例外として、控除証明書を紛失した場合には、今年中に支払った保険料の領収書を添付して下さい。 

（ただし、再発行の手続きは必ずして下さい） 

注意点 

① 平成 24 年 1 月 1 日以降に生命保険会社または損害保険会社等と締結した保険契約等（以下「新契約」とい

います）のうち介護（費用）保障、または医療（費用）保障を内容とするものについて、「介護保険料控除」

（適用限度額 4万円）が設けられました。 

② 新契約に係る一般生命保険料控除及び個人年金保険料控除の適用限度額は、それぞれ 4万円となります。 

③ 一般生命保険、個人年金については保険料控除証明書に記載されている「新」「旧」区分を必ずご記入下さ

い。 

④ 平成 19年度より損害保険料控除が改組され、損害保険契約等に係る地震等損害部分の保険料等の合計額（最

高 5万円）を総所得金額等から控除する地震保険料控除とされました。 

⑤ 経過措置として、平成 18 年 12 月 31 日までに締結した「長期損害保険契約等」については、平成 19 年以

後の各年において、従前の損害保険料控除と同様の金額の控除（最高 1万 5千円）が適用されます。 

⑥ 「長期損害保険料」と「地震保険料控除」の両者を適用する場合は合わせて最高 5万円とされています。 

⑦ いずれにしても控除証明書の添付が必要になってきますので添付して下さい。 

2. 生命保険、地震保険料控除欄の記入のしかたが不明な時は、控除証明書の添付があれば当税理士法人担当者が記入します。 

3. 社会保険控除の欄は、平成 25 年中に支払った国民健康保険、国民年金を記入します。 

平成 26 年中に実際に支払った金額を記入するので、平成 25 年分でも平成 26 年中に支払い済みのものは記入する

金額に含めて下さい。 

国民健康保険料は原則として領収書の添付は必要ありませんが、計算等がわからない方は領収書を添付して頂けれ

ば当税理士法人担当者が記入します。 

国民年金保険料控除を受ける場合には、「社会保険料（国民年金保険料）控除証明書」の添付が必要になります。 

（11 月上旬に葉書サイズの証明書が被保険者宛に送付されます） 

4. 小規模企業共済掛金控除を受ける方は証明書の添付が必要です。 

5. 配偶者特別控除は、所得者が生計を一にする配偶者（合計所得 76 万円未満に限ります）で控除対象配偶者に該当しない人

を有する場合に、その所得者本人の所得金額の合計額から 38 万円を限度として控除するものです。 

配偶者の合計所得が 38 万円未満であるとき又は 76 万円以上であるときは、配偶者特別控除は受けられません。例えば、

パート等の給与収入のみの場合では、年間収入が 103 万円を超え 141 万円未満の方が対象となります。 

昨年との変更点 

中小企業等協同組合法の一部改正に伴い、生命保険料控除の対象となる共済契約の範囲に、共済協同組合連合会（火災共済

の再共済の事業を行う協同組合連合会）の締結した生命共済契約を加え、地震保険料控除の対象となる共済契約の範囲に、火

災共済協同組合の締結した火災共済契約に代えて、火災等共済組合の締結した火災共済契約を加えることとされました。 

 この改正は、平成 26 年 4 月 1 日以後に支払う掛金について適用されます。 




